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導入

1950年代以降、たばこ業界は数十年にわたり、喫煙と病気の関連性を否定してきました。しかし同時
に、「安全な」紙たばこの開発に多くの時間と資金を費やしました。この開発は、大衆の健康に関す
る懸念を軽減しながら、味とニコチンに関わる消費者の需要を満たすという、2つの困難な目的を達
成する製品となるでしょう。

この記事は、たばこ業界内外の関係者が果たす役割についてまとめています。

喫煙の危険性が明らかになったのはいつか

1600年代初頭、イギリスのジェームズ 1 世はたばこが「
肺に危険」であると書き残しました。1しかし、それから
数百年後、アメリカのたばこ会社は医師の権力を使っ
て喫煙は安全であるという考えを広めていました。 20
世紀に入ってからも、ある会社では、「医師の指示どお
り」というキャッチフレーズの下で、医師が楽しそうに喫
煙している姿を特集したことがありました。2人々は、医
師が喫煙するなら安全であるに違いないと信じ込まさ
れていました。

1950年代に喫煙とがんの関連を示す2 つの画期的な研究が発表されて初めて、認識が変わり始めま
した。英国では、リチャード・ドール卿とオースティン・ブラッドフォード・ヒル卿による1954年の研究
で、1日35本以上のたばこを吸う人は非喫煙者に比べて肺がんのリスクが40倍高いことが明らかにな
りました。3この報告書は、喫煙が健康に及ぼす悪影響に関する情報を広く公表するために発表され
た、世界で最初の報告書でした。同年、米国癌協会による2回目の研究でも同じ結論が出ました。4

1950年代に行われたもう1つのアメリカの研究で、あるエルンスト・ウィンダーらによって行われた動
物実験は、国民を圧倒させました。この研究はたばこの煙ではなくタールに焦点を当てていて、彼ら
はマウスの背中にタールを塗ると腫瘍が発生する可能性があることを証明しました。5 この研究は広
く報道され、タイム誌は研究チームの一人であるエヴァーツ・グラハムの言葉を引用し、たばこの煙と
癌との関連性が「疑いの余地なく」証明されたと述べました。グラハムの結論は、1962年の英国王立
内科医協会と1964年の米国公衆衛生総局からの「喫煙と健康」と呼ばれるシグナルレポートによっ
て再度強調されました。7,8  

たばこ産業は「安全な」たばこの製造にどのように取
り組んだのか

1950年代初頭の英国と米国の大規模な研究は、たばこ産業が「安全な」たばこを追
求するきっかけとなりました。そして、ウィンダー研究によって引き起こされたメディア
の嵐により、業界は公的に対応することを余儀なくされました。

1950年代初頭のイギリスとアメ
リカの大規模な研究は、たばこ
産業が「安全な」たばこを追求す

るきっかけとなった
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1954年、たばこ会社は「紙たばこ喫煙者への声明」を発表し、有害な製品を販売す
ることは金輪際ないだろうと宣言しました。9彼らは、喫煙と癌との関連性疑惑につ
いての混乱と疑念を広めるためにたばこ産業研究委員会を設立しました。10彼らは
医学雑誌の論文、雑誌や新聞の記事、メディアのインタビューを通じてこの活動を行
いました。

しかし、業界はまた、世間の懸念、つまり売上の減少や多額の費用がかかる訴訟な
ど最終的に利益を脅かす懸念に対して、より具体的に対応する必要があることも認
識していました。実際、1958年7月のメモの中で、フィリップモリスの研究者は、同社が安全な紙たば
こを開発することで健康上の懸念を利用できると考えていると書いていますが、その一方で、後に続
かなかったライバル会社を攻撃しています。11彼らが最初にとりかかったのは、害を引き起こしている
煙の中の有毒化学物質をろ過する方法を見つけることでした。これは、企業の科学者は消費者が直
面する害についてすでに知っていたということを証明しています。

ブラウン＆ウィリアムソン社は、1936年には初のフィルター紙たばこであるバイスロ
イを発売し、1952年にはこのブランド用のヘルスガードフィルターを搭載して製品を
改良しました。同社はロリラードとそのケントブランドと対決しました。ケントの紙た
ばこには、逆説的に「安全な」紙たばこをさらに危険なものにする、今では悪名高い
物質であるアスベストでできたフィルターが付いていました。

1950 年代から 1960 年代にかけて、大手たばこ会社は「タールダービー」として知ら
れるイベントに参加し、フィルター付き紙たばこを「安全な」選択肢として宣伝しまし
た。しかし、相対的な安全性を示す証拠がなかったため、フィルター付きたばこの広
告は、製品にフィルターが付いているなら、潜在的に有害なものを除去しているに違
いないという一般の仮定に基づいて取引されていました。

フィリップモリスの幹部は 1966 年の社内メモで「ろ過の幻想は、ろ過の事実と同じ
くらい重要である」12と述べています。1976 年、ブラウン & ウィリアムソン社の副社
長兼法務顧問アーネスト・ペプルズは、フィルター紙たばこに関する業界の主張に対
し、「ほとんどの場合、フィルター紙たばこの喫煙者は、通常の紙たばこで得られる
ニコチンとタールと同じかそれ以上のニコチンとタールを摂取していた」と述べてい
ます。 13 当時会社の弁護士は、自社のノンフィルターブランドの評判を懸念していま
したが、それは暗に、より危険なものでした。

しかし、業界レポートでは、たばこ会社が「安全な」紙たばこの開発に向けてさまざ
まな道を模索していたことが明らかになっています。これらには、合成たばこの製造
の調査、タールを削減する過程でのニコチンの損失を補うために低タール紙たばこ
のニコチンレベルを高めること、一酸化炭素などたばこの煙に含まれる最も有毒な
物質の選択的ろ過などが含まれます。研究では、ニトロソアミン、アルデヒド、多環芳
香族炭化水素という最も致死性の高い発がん性化合物の 3 つを除去または低減す
ることにも焦点を当てています。

リゲット社の主任科学者であるジェームス・モールドは、XA、テイム、そして最終的には エクリプスと
さまざまに呼ばれる秘密プロジェクトに 10 年以上取り組みました。研究の目標は、製造プロセスに
添加物を導入することで発がん性化合物を中和することでした。ウィンダーの皮膚塗装テストを使用
して、硝酸マグネシウムとパラジウムの混合物をたばこに添加すると、カビはいくつかの腫瘍を除去す
ることに成功しました。14

研究では、ニトロソアミン、アルデ
ヒド、多環芳香族炭化水素とい

う最も致死性の高い発がん性化
合物の 3 つを除去または低減す
ることにも焦点を当てています。

最初のステップは、害を引き起こし
ている煙の中の有毒化学物質をろ
過する方法を見つけることでした。
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彼が1978年に理事会に提出したとき、メンバーは自分たちの知らないところで何百万ドルもの金が
使われていたとは信じられませんでした。ここでも弁護士たちは、リゲット社だけでなく業界全体へ
の影響を心配していました。自社の弁護士が法廷で、他の訴訟に対するリゲットの抗弁の一環として
このテストを批判していたのに、どうして同社はマウス・テストを使って自社製品の安全性を証明でき
るでしょうか。リゲット社は、他のすべてのたばこが安全でないことを示唆することになるため、他社
からの圧力に直面しました。そうしてたばこ会社は雪崩を打つような訴訟に直面することになりまし
た。しかし、評判の高い多くの新しいたばこ製品のように、エクリプスは消費者テストに失敗し、ひど
い味だと言われたため、業界の懸念は払拭されました。

たとえば木材パルプを使用して、たばこ代替品を開発するための実験が行われました。しかし、米国
連邦政府の見解では、たばこのような天然植物由来ではない物質に関して健康強調表示がなされて
いる場合、それらは証明されていない薬物とみなされるため、企業は面倒な手続きに見舞われること
になるというものでした。 1977年、FDA規制を回避するために、英国でたばこ代替品を使用するい
くつかのブランドが発売されました。健康運動家らは不満を訴えましたが、いずれにしても失敗に終わ
りました。

たばこ企業は広告目的で製品の安全性を真剣に考えていると主張し続けていました。ここでもフィル
ターが登場しました。 1980年代初頭、ブラウン＆ウィリアムソン社は、新しいフィルターのおかげでタ
ールが99％含まれていないと同社が主張したバークレーブランドの立ち上げを発表しました。ライバ
ル企業のレイノルズ社は、この製品が後者の試験機を欺くように設計されていたためにこのような高
い測定値が得られたと連邦取引委員会に苦情を申し立てました。15

フィリップモリスは数百万ドルを費やした後、ネクストと呼ばれる超低ニコチン製品を発売しま
した。他のブランドよりもタール含有量が高く、消費者はニコチンを抽出するためにより多く
喫煙することになるため、より危険であると批判されました。米国の一部の地方地域で
試験的に実施されましたが、市場シェアは 0.2% しか獲得できず、すぐに撤退しまし
た。16

たばこ産業は紙たばこの代替品の可能性を実験し
ていたのか

喫煙の危険性を公に否定しながら、「安全な」紙たばこの開発を試みると
同時に、紙たばこに伴う燃焼による害を回避する、ニコチン消費に対す
る根本的な新しいアプローチを考案するための他の秘密業界プロジェク
トがありまし。

チャールズ・エリスは核物理学者で、1955 年に BAT の主任研究員に就
任しました。消費者の喫煙行動に関する彼の研究プロジェクトは、消費者
が渇望しているのはニコチンであるという彼の信念を裏付けました。社内の
反対にもかかわらず、彼は取締役会を説得して、喫煙の固有のリスクなしに
顧客に完全な満足を与えるデバイスのアイデアを追求するよう説得しました。

研究チームは、たばこが入っている外側の部分からの熱によって内側のニコチン抽
出物が放出される、2 層のアルミニウム製デバイスであるアリエルを作成しました。事
実上、アリエルは紙たばこの中の紙たばこだったと言えます。17しかし、エリスがプロジェ
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クトリーダーに交代し、プロジェクトは行き詰まり、1969 年に放棄されました。特に
1962年と1964年の医療報告書から予想されていた立法上の影響が実現しなかった
ため、その後このアイデアはお蔵入りになりました。

この取り組みにおける先駆的な取り組みはたばこ業界内からではなく、経営学を卒
業したハーバート・ギルバートという個人によるものでした。ペンシルベニア州出身で
1日40本喫煙する彼は、1963年に「無煙非たばこ」の特許を取得しました。エリスの
アリエルにはたばこが含まれていましたが、ギルバートは、より基本的な現代のベイ
プに近いものを考案していました。18しかし、ギルバートのデバイスはニコチンを含ま
ず、たとえ生産が開始されたとしても、おそらく失敗していたと考えられます。

たばこ業界以外でも、ノーマン・ジェイコブソンという医師と彼の患者の一人である
NASAの宇宙技術者フィル・レイとの間でコラボレーションが行われました。彼らは
協力して、Favor (＝喫煙者に好意を寄せる) と呼ばれる装置を作成しました。19 プラ
スチック製で紙たばこのような形をしており、ニコチンを染み込ませた濾紙が入って
おり、ユーザーはそれを吸い込むというものです。小規模な臨床試験では、特に試験
対象者の二酸化炭素摂取量が通常の喫煙者よりも劇的に少なく、ニコチンの摂取量
も少ないため、完全に禁煙しやすくなったことが実証されました。

しかし、Favorはまたもや商業的に失敗作となりました。ニコチンはすぐに蒸発する
ため、カートリッジ内での有効期限が短く紙たばこの実用的な代替品にはならなか
ったのです。決定打となったのは、たばこからニコチンが除去されていたため、FDA
が1987年にこれを実証されていない薬物送達システムとみなし、禁止になったこと
でした。そこで、消費者が実際に好む紙たばこの不燃性代替品を製造するという難
題を解決するために業界に戻ってきました。

たばこ産業は次に何をしたのか

1980 年代から 1990 年代にかけて、フィリップモリスとレイノルズによって同様の装
置に関する多数の特許が米国で提出されました。彼らはハーバート・ギルバートのオ
リジナル発明を引用し、またいくつかの製薬会社も同様に、吸入によって薬を送達
する装置を開発するために同じ技術に基づいて特許を申請しました。しかしたばこ業界では、BATと
アリエルが中断したところからレイノルズが引き継ぎ、1987年にプレミアが登場しました。

プレミアにつながる研究は 1981 年に始まりましたが、リゲットのエクリプスと同様に、レイノルズの取
締役会には隠されたままでした。 1986 年 7 月、レイノルズの取締役会メンバーは、まったく知らなか
ったプロジェクトに関するプレゼンテーションを受け取り、愕然としました。新製品は普通の紙たばこ
に似ており、中には少量の紙たばこが入っているものでした。しかしプレミアを使用するには、喫煙者
は先端のカーボンチップに火をつけ、内部のたばこを燃やすことなく加熱するため、煙は出ず、タール
のレベルも非常に低かったのです。

理事会メンバーは闇に葬られたことに激怒しました。しかし、研究開発費としてすでに6,800万ドルが
費やされていたため、プロジェクトの続行を許可しました。レイノルズ氏がプレミアの開発に費やした
最終的な請求額は、3 億ドル程度と推定されています。開発コストは 8 億ドルと大幅に高く、全国的

この取り組みにおける先駆的な
取り組みはたばこ業界内からで

はなく、個人によってもたらされた
ものでした。

ハーバート・ギルバートは、基本
的な現代のベイプに近いものを

考案しました
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に配布される製品の最終コストは 10 億ドル近くになると予想される見積もりもありまし
た。20

1986 年 9 月、プレミアが記者会見で発表され、1 年後にテスト市場での発
売が予定されていました。プロジェクトの責任者は、まだ準備ができて
いないことを知っており、結果として残念ながら彼らの懸念は的中し
ました。米国でテストされている間、消費者はその味や匂いが気に
入らないと述べました。21レイノルズ氏は、喫煙者は 2 ～ 3 箱吸
えば炭の味に慣れるだろうという考えを当てにしていましたが、
ほとんどの人は 1 本でやめてしまいました。

プレミアは失敗しましたが、他の企業、特にフィリップモリス
に注目が集まりました。彼らは直ちに、ベータ、デルタ、シグマ
と名付けられた一連の実験を開始し、まとめて「グリーク」と
して知られ、バッテリー技術を含むさまざまな熱源を使用して
燃焼の問題を回避しようとしました。一方、「プロジェクト リー
プ」はフィリップモリスをニコチン吸入器の道に一時的に引き込
みました。

1992 年 5 月、フィリップモリスの社内文書「Products of the 
Future」では、この実験に関して、「プレミアは紙たばこのビジネスを
永遠に変えてしまっただろう」と述べられています。22 ニコチンを供給す
るための許容可能な不燃性装置の開発競争において、フィリップモリスは
たばこ分野のライバルと同様に製薬業界との競争を懸念していたことを明らか
にしており、これは大変興味深いことです。

1990 年代初頭までに、製薬業界はニコチン製品から多額の利益を上げていまし
た。ニコチン代替療法または NRT として、医学的文脈におけるニコチンが受け入れ
られるようになりました。フィリップモリス社内では、製薬会社がニコチンの 「娯楽
的 」使用に使用できる容認可能な装置を開発するのはいつになるのだろうと考え始
めていました。もちろん、そのような装置は製薬会社のポートフォリオに自然に適合
するものではなかったかもしれませんが、これはより安全なニコチン製品の開発に
おける「もしも」の瞬間であることは確かです。

1995 年、プロジェクトテーブルと呼ばれる別の「青空」文書がフィリップモリス社内
で行われ、再びニコチンの供給環境における競争を打ち出そうとしました。そこには
無煙製品やニコチン代替製品への言及が含まれており、業界のライバル企業からの不燃物に関する特
許出願の数も指摘されていました。23

しかし、これは業界にとって危険な時期でした。 1988 年の米国公衆衛生総局の報告書は、わずか 
640 ページ強で、ニコチンが依存性薬物であるという証拠を述べています。24最終的に、このことが 
1990 年代半ばの食品医薬品局による調査につながり、あらゆる新しい機器を薬物送達システムとみ
なして管理し、医療規制の対象にすることにつながりました。

その一方で、業界に打撃を与える数々の訴訟により、新製品開発から意識が逸れていきました。 1994
年、「ブラウン＆ウィリアムソンの内部告発者」として知られるようになったメリル・ウィリアムズ・ジュニ
アによって大量の文書がカリフォルニア大学に漏洩しました。これにより、業界が何十年にもわたって
実践してきた欺瞞が暴かれ、最終的にマスター和解協定の締結につながりました。25

ニコチンを供給するための許容
可能な不燃性装置の開発競争
において、フィリップモリスはた
ばこ分野のライバルと同様に製
薬業界との競争を懸念していた
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1997年にフィリップモリス社の加熱式たばこ製品「アコード」が控えめに発売されたことは、おそらく
業界が訴訟と厳しい監視下に置かれたことによるものと思われます。アコードは売り上げ不振と消費
者の訴求力の低さにより失敗に終わりました。しかし、これは同社がこれまでに達成した加熱式たば
こ装置の製造に最も近いものであり、最終的には 21 世紀に IQOS ブランドで市場シェアを獲得する
ことになる製品でした。

「たばこのハームリダクション」という概念はいつ、ど
こで生まれたのか
1970年代以降、一部のたばこ研究者や臨床医の間で、ニコチンとニコチン依存症は
実際には喫煙が原因の死亡や病気の直接的な原因ではないという見方が強まって
いました。

1970 年 10 月、ウェールズの薬学者、J.D.P. 教授は、グラハム氏は英国医学ジャーナ
ルにこう書いています。グレアムの手紙には、彼が依存症に関する地域シンポジウム
に出席したことが説明されており、そこで彼は、喫煙の害はほぼ完全に煙の中に存在
するのに対し、ニコチンは比較的無害であることを知りました。26したがって、彼は、
「ニコチン中毒と発がんを切り離すことは、人間の知恵の及ばないところではないは
ずだ。致死的な葉っぱの代わりにエアロゾル装置が入った、許容できる形、大きさ、
粘度のタバコを考案すべきだ」と提案しました。

ロンドン南部のモーズリー病院に拠点を置く中毒研究ユニットの精神科医マイケル・ラッセル博士
は、1971年の論文で、ニコチンが喫煙行動の根底にある動機付けであると結論付けました。27その
後、低タール紙たばこに関する1976年のブリティッシュ・メディカル・ジャーナルの論文で、ラッセル博
士は人々に単に喫煙をやめたり、吸う本数を減らしたりするよう求めるだけでは効果がないとしまし
た。28ニコチン量を喫煙者の満足レベル以下に減らすこともできないため、当時彼は、ニコチンの量を
維持しながらタールを減らすことが唯一の選択肢であると結論付けました。

ハンター委員会の審議についてコメントした論文の中で、ラッセル博士と同僚のマーティン・ジャービ
スは、「単にタールとニコチンの放出量をさらに減らすことを目的としたアプローチは、喫煙の危険性
を減らすにはほとんど役に立たない。この理由は、喫煙者が煙の摂取量を変えずに吸入量を増やす
ことで補うからというだけでなく、ニコチン供給量の減少が消費者の受容性を低下させるポイントに
達するからでもある。」と結論付けました。29

ラッセル博士の示唆に関して、たばこからニコチンをうまく解放できればその結果として公衆衛生が
劇的に改善する可能性があるという考えには、科学的な裏付けがほとんどありませんでした。特に、
相当数の医師がガンの原因と考えていたためです。 (この誤解は今日でも残っています。30)

1970年代以降、一部のたばこ研
究者や臨床医の間では、実際に
はニコチンやニコチン依存症は
喫煙による死亡や病気の直接的
な原因ではないという見方が広

まっていた。
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その後 2001 年に、米国医学研究所は『煙の除去: たばこ害軽減の科学的根拠の
評価』を出版しました。31これは、米国医学研究所の健康増進および疾病予防委員
会から選出された著名な委員会による研究の成果です。この文書はニコチンに関す
る全国的な議論を引き起こし、公式かつ信頼性の高い情報源からのたばこの危害
軽減の最初の定義を提供しました。同報告書は、「この報告書の目的では、たとえそ
の製品の使用がたばこ関連有毒物質への継続的な曝露を伴う可能性があるとして
も、それがたばこ関連死亡率と罹患率の合計を低下させる場合、その製品は危害を
軽減していると言える。」と述べています。

同報告書では、「製造業者は、たばこ有毒物質への曝露を軽減し、たばこ関連疾患
のリスクを軽減する合理的な見込みがある製品を開発し、販売するために必要なイ
ンセンティブがある」と述べられています。

喫煙よりも安全なニコチン製品という考えは、科学的にますます重要視されるようになりました。しか
し、潜在的な利点を大衆全体レベルで実証することは不可能でした。ビジネスとして成り立ち、かつ
より安全なニコチン製品というものはなく、少なくとも、消費者が紙たばこを辞めようと思うほど十分
に受け入れられるような製品はありませんでした。

いつブレークスルーがもたらされたのか、そしてそれ
は何がきっかけだったのか
2001 年、ホン・リクという中国人男性のおかげで、安全で一般的なニコチン摂取方
法の探求が大きく前進しました。彼はたばこ会社には勤めておらず、薬剤師ではあり
ましたが、関連分野の大手製薬会社にも勤めているわけではありませんでした。ホ
ン・リクの動機はもっと個人的なものでした。何百万もの中国人男性と同様に、彼も
大量に喫煙しており、ニコチンパッチの使用をやめようとしたものの、効果がほとんどなかったという
体験がきっかけです。

ホン・リクは、ニコチンを蒸気で届けるというアイデアは夢の中で思いついたと言います。どうやら、彼
はある夜寝てしまい、ニコチンパッチを剥がすのを忘れてしまったようです。鮮明な夢は、睡眠中のニ
コチンパッチ使用の既知の効果です。32 その夜、ホン・リクは深海で溺れる夢を見ました。そのとき、
突然海が蒸発し、自分が明るい色の霧の中に浮かんでいることに気づきました。

よく考えてみると、ホン・リクは、ニコチンパッチの連続摂取が悪夢の原因だったことに気づきまし
た。同氏はまた、パッチ内の物質を安定的に投与することは、禁煙の努力には不十分だったと推論し
ました。彼はたばこのニコチン・ハイから得られるストレス解消を好み、夢で見た蒸発した海のエコー
の中でニコチンを蒸発させればたばこの体験をよりシミュレートできると考えました。33

ホン・リクの理論を調査する努力は、同じくヘビースモーカーだった父親が肺がんと診断されたときに
さらに動機づけられた。 「2001年に、私は大型コンソールで、食品添加物を溶剤として使うシステム
を考案した。当時、私は超音波による気化に取り組んでいましたが、形成される液滴が大きすぎてた
ばこの煙に似ていませんでした」と彼は語っています。34 課題は、機構のサイズを根本的に小型化し、

喫煙よりも安全なニコチン製品
という考えが科学的に重要視さ

れるようになった

たとえその製品の使用がたば
こ関連有毒物質への継続的
な曝露を伴う可能性があると
しても、それがたばこ関連死
亡率と罹患率の合計を低下
させる場合、その製品は危害
を軽減していると言えます。



| 9

行き止まり – たばこ産業 の「安全な」紙たばこへの道

手持ちたばこサイズの装置に収まるようにすること、煙に似た形で適切な用量のニ
コチンを得ると同時に、無害な添加物から適切な匂いを得ることでした。

2003 年、ホンリクは、高周波圧電超音波放射素子を使用して、ニコチンを含む液体
の加圧ジェットを気化させるというアイデアを思いつきました。この新しい電子たばこ
のデザインは、ニコチンを供給する煙のような蒸気を生成することに成功しました。
これまでの取り組みからさらに一歩前進したのは、ニコチンが を加熱するまで気化
しないようにしたことです。安定したニコチン供給システムと煙のような蒸気が、たば
このようなデバイスに包まれたのです。

同氏は 2003 年に最初の特許を申請し、最終的には超音波を廃止し、ニコチンを含
む液体を蒸発させるための小型だが同様に効果的な発熱体を採用しました。今や、
禁煙を望んでいる人々には、紙たばこによる健康へのリスクを与えることなく、自分
たちのニーズを満たすことができる代替手段が与えられました。

ホンリクの発明は、電子たばこ製品を製造する革新的な新しい世界的産業をもたらしました。 2023 
年までに、推定1億1,400万人がベイプを使用していると推定されています 。35これに伴い、他のより
安全なニコチン製品の成長も見られます。ノルウェーとスウェーデンでのスヌース消費量の増加と、日
本の加熱式たばこ製品の消費量の増加により、従来の政府主導の喫煙防止取り組みでは達成できな
かった速度で喫煙者数が大幅に減少しました。ニコチンパウチは消費者に目立たず効果的なニコチ
ン摂取方法を提供するため、ニコチンパウチの使用も世界中で急速に拡大しています。

まとめ
1950年代初頭から、たばこ産業は喫煙の害について知っていることを隠蔽するために異常なまでの
努力を払ってきました。最初はその害があったことを否定し、次に自分たちがそのようなことをしてい
ないことを十分に承知した上で、現在は「安全な」たばこを生産していると主張していました。この欺
瞞は最終的に明らかになり、たばこ産業がいわゆる「安全な」紙たばこの追求に完全に失敗したと言
えます。実際、紙たばこにそのようなものは存在しません。

今日、不燃性のニコチン製品の存在により、ニコチンの状況はまったく異なるものに
なりました。世界中から集められた証拠は、「合理的な疑いを超えて」、消費者や傍
観者に対するリスクを大幅に低減しながらニコチンを摂取できることを証明していま
す。最も人気のある安全なニコチン製品の 1 つであるベイプの背後にある技術は、
たばこ産業とは何の関係もなく、一個人によって単独で特許を取得されたのでし
た。

電子たばこやその他のより安全なニコチン製品の開発はたばこ産業の外で始まりま
したが、これらの破壊的な発明は当然ながら世界最大のたばこ供給会社に大きな影
響を与えました。多くは遅れを取り戻そうと、研究開発に巨額の資金を投資して独自の製品を生み出
してきました。アルトリアのように、既存の企業を買収した企業もあります。36 フィリップモリスのよう
な企業は、2030 年までに総純収益の 3 分の 2 以上を禁煙製品から得るという野望を発表していま

最も人気のある安全なニコチ
ン製品の 1 つである ベイプ 
の背後にある技術は、たばこ
産業とは何の関係もなく、一

個人によって単独で特許を取
得されました。

2003 年、ホンリクは、高周波
圧電超音波放射素子を使用
して、ニコチンを含む液体の
加圧ジェットを気化させると
いうアイデアを思いつきまし
た。この新しい電子たばこの
デザインは、ニコチンを供給
する煙のような蒸気を生成す

ることに成功しました。
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す。37 同社の 2024 年の通期決算では、同社の禁煙事業が総純収益の 40% を占め
ていることが示されていますが、もちろん、残りの 60% が依然として自社の紙製品
によるものであることに注意すべきです。38

たばこ産業に対する何十年もの正当な不信感を経て、現在では公衆衛生関係者の
多くが、業界が喫煙の健康リスクを否定していたときと同じくらい、より安全なニ
コチン製品の有効性を否定していることは極めて残念なことです。しかし重要なの
は、これらの製品は存在しており、喫煙から離れる消費者が増え続けており、人々が
たばこの燃焼に伴う病気や死亡の危険を冒さずにニコチンを摂取できるようになっ
たということです。

人々はたばこの燃焼に伴う病
気や死亡の危険を冒さずに
ニコチンを摂取できるように

なりました。
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